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炭素税の良い制度での2006年度導入を求める 
－与党税調の来年度税制改正大綱決定に際して－ 

 
炭素税研究会 

 
 本日、与党である自由民主党・公明党の税制調査会は、来年度（2005年度）
与党税制改正大綱を決定した。炭素税（環境税）については「早急に検討す

る」とされ、来年度（2005年度）からの導入とはならなかった。 
 温暖化防止のため炭素税の早期導入を求めてきた私たち炭素税研究会は、次

の点を主張する。 
 

◇温暖化防止のための政策強化は待ったなし 
 地球温暖化が進行する中、日本の CO2などの温室効果ガスの排出量は増え
続けており、政策強化は待ったなしであり、炭素税は必須の政策である。 
 

◇来年度から導入できなかったことは残念 
 炭素税の早期導入を求めてきた私たちとしては、来年度（2005 年度）から
導入できなかったことは、誠に残念と言わざるを得ない。 
 ただ今回検討された環境省や自民党環境・農林水産両部会の制度案は、低税

率で軽減措置が多く削減の実効性に疑問があるなど、課題が多かった。 
 

◇改めて、良い制度での 2006年度導入を求める 
 炭素税は適切な制度設計さえ行えば、CO2 削減の実効性・効率性・公平
性に優れた政策手法である。私たちは、政府・与党などで早急に議論・検討

を進め、幅広く市民の意見を反映し、今から最短の 2006 年度に良い制度で
導入する（2005年度に導入を決定する）ことを求める。 
 

以上 
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